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福島県浪江町



浪江町
なみえ焼そば 海水浴場



浪江町
野馬追 漁港



2011年3月11日



震災直後の浪江町



震災直後の浪江町



福島第一原発と浪江町



浪江町の被害

死者　１８２名

震災関連死　３７８名

支援対象者数　約２１,０００名



震災後の浪江町



震災後の浪江町

福島県外への避難　30％
福島県内への避難　70％
　内、仮設住宅が約3,200人
　内、借上住宅が約5,000人



2013年の町民アンケート



まちとは何か？



浪江町の復興ビジョン

どこに住んでいても浪江町民



2013年4月に出向



復興計画の進行管理

町民協働のはずが....



思ったこと

◉ 行政がつくる壁
◉ 「市民の代表」は市民の代表？
◉ 結局、誰がやるのか



町民にタブレット配布！？アプリ開発？



プロジェクトの目的

◉ 絆の維持
◉ 町からの情報発信の強化
◉ 生活の質の向上

どこに住んでいても浪江町民



失敗すると思った理由

◉ 行政はITに弱い
◉ 消費者向けサービスが得意な企業は少ない
◉ 高齢者の町民には分からない



成功させるためには

◉ ITが分かる人材を自治体に入れる
◉ 企業に丸投げしない
◉ 町民協働の開発プロセス



ともに考え、ともにつくる







Code for Japanの役割

◉ 民間人材の派遣（復興庁採用）
◉ エンジニアやデザイナーによるサポート
◉ 町民協働の開発プロセスの実現



福島県内外の町民からのヒアリング
自宅を訪問し、町民の生活などをリサーチ



ペルソナの作成

町民インタビューをもとにペルソナの作成



アイデアソンの開催
町民や技術者から700以上の課題解決のアイデア



ハッカソンの開催
技術者がつくった試作品を町民が評価



事業者の選定
事業者のプレゼンや資料、評価をすべてオープンに



ユーザーヒアリングの実施
町民の声を開発に反映



開発した主なアプリ



町民同士が自由に交流



市民向けのアプリの開発

町民の利用時間などのデータを取得し、改善



講習会を全国で開催



タブレットキャラクターを町民公募

採用された「うけどん」はアプリなどで大活躍

応募作品 デザイン後



うけどんは町民のアイドルに

町民自ら木彫りやキーホルダーを作成



アプリ開発のポイント

◉ ITが分かる人材を自治体に入れる

　→事業者に丸投げしない

　→意見を言い合える関係の構築

◉ 運用も含めて考える

　（機能・費用・コンテンツ）

◉ 町民協働の開発プロセス



事業の成果

◉ 開発費の削減（1億円以上）
◉ 運用費の削減（数億円）
◉ 高い利用率（70〜80％）
◉ 市民に愛される



事業の課題

◉ 担当者の変更などによる継続性
◉ 他自治体への展開



浪江での経験を全国へ



Code for Japan2



ともに考え
ともにつくる



これまでの公共サービス



公共サービスにおける課題の高度化

◉ 人口の減少、高齢化、インフラ維持...
◉ 自治体職員は減少、財政も縮小...
◉ 観光、新規の産業創出、移住定住...



これからの公共サービス



これまでの自治体

◯◯課 ◯◯課 ◯◯課

自治体 市民 企業 NPO 技術者

行政内の組織の壁、行政と市民の距離



これからの自治体

◯◯課 ◯◯課 ◯◯課

自治体 市民 企業 NPO 技術者

行政内での連携、行政内外での人材交流を推進



これまでの行政

サービスを各自治体ごとに提供



これからの行政



オープンガバナンス



オープンガバナンス

市民と行政が協働で地域の課題を解決する

市民参加型社会の新しい公共サービスの枠組み

市民 行政協働

IT＆データ





どう進めていくか

◉ コミュニティをつくる
◉ オープンデータ、オープンソースの推進
◉ 行政のIT力のアップ



シビックテックは全国に拡大中



勉強会やワークショップを開催
技術者や公務員などが立場を越えて参加



滋賀県草津市での地図のワークショップ



市民がアプリをつくる
札幌発の保育園マップは全国に展開



企業と協働する
奈良県生駒市のオープンデータをカレンダーアプリが活用



企業と協働する
給食やゴミ収集の情報やイベント情報を配信



フェローシップ
神戸市は働き方改革の専門官として民間人材を採用



コーポレートフェローシップ



2017年度は12自治体に18名を派遣



67



68



信頼関係を築き、事業に発展する事例も



データアカデミー
サンフランシスコ市の職員向けデータ活用研修



データアカデミー
実際のデータをつかった実践型研修を11自治体で実施



データアカデミー
自治体の課題や規模に応じて、内容をアレンジ

静岡県賀茂地区 移住者データと取り扱い

静岡県裾野市 市民満足度調査を利用した分析と費用対効果研修

兵庫県神戸市 高齢者の居場所情報をGISで活用

神奈川県鎌倉市 地域包括ケアの要介護情報を統計化して利用

奈良県生駒市 ニュータウン世代の住民動向の分析

兵庫県芦屋市 検診率の向上に個人情報利用、災害事前計画・発災時計画立案

千葉県茂原市 地区ごとの人口推移検討、都市計画マスタープランと実情の分析

兵庫県宝塚市 町毎に分けた市民満足度調査と福祉情報の分析

秋田県湯沢市 市民満足度調査等アンケートの生データを利用した分析

大阪府枚方市 総合計画の課題になっている人口減少の原因を仮説検証・分析



データ活用の負のループ

データでできる事
がわからない

勉強する時間がな
い

必要なデータも不
明

今まで通り
勘と経験で
政策立案

ノウハウも
データも蓄積

されない

データ政策立案や成果の検証が必要



データ活用の正のループ

データ活用の
意味を知る

挑戦や成功事例
が蓄積される

データや制度の整
備が進む

まずは今あるデー
タで考える

（仮説立案と評価）

他への展開！

蓄積される！ データが必要！

実際に使う！データアカデミー

データアカデミー

仕組みの整備

再挑戦と共有



データを活用したまちづくり

◉ 街の本当の姿や未来を知る
◉ 市民の理解が必要
◉ 企業や他自治体などとの連携
◉ 小さくてもいいので実際に使う
◉ 仕組みやデータを整備
◉ データだけで決められないこともある



これからのまちづくり3



市民がつくる地域のビジョン



楽しさから生まれる市民の主体性



市民・行政・企業の垣根を越えて



失敗を恐れずにチャレンジする行政



ITとデータは未来をつくる



ITやデータは手段
地域の未来をつくるのは私たち



ともに考え、ともにつくる


